～　届出の概要及び整備上のポイント　～
　　　　　　　　　　業務管理体制の整備に係る届出

　適切な事業運営や利用者の方々への質の高いサービスが確保されるよう、介護保険法等が改正(H 21年)され、介護サービス事業者は、法令遵守等の業務管理体制を整備し（下記「業務管理体制整備の内容」参照）、届出を行うことが必要となっています。

　

　　下記のケースに該当する場合は、それぞれ必要な書類を速やかに提出してください。提出(届出)先：右表のとおり

●ケース１：今回新規指定を受けた事業所が、法人全体で初めての介護保険事業所であ　　　　

る場合。（下記「業務管理体制整備の内容」参照）

　　　　　＜届出様式＞第１号様式「介護保険法第115条の32第2項(整備)又は第4項

　　　　　　　　　　　　　　　　　(区分の変更)に基づく業務管理体制に係る届出書」

· 各様式は県長寿福祉推進課のホームページからダウンロードが可能です。　

●ケース２：今回新規指定を受けたことにより、法人全体で運営する介護保険事業所の

　　　　　数が増え、整備すべき業務管理体制の内容が変更となった場合

　　　　　＜届出様式＞第２号様式「介護保険法第115条の32第3項に基づく業務管理

　　　　　　　　　　　　　　　　　体制に係る届出書(届出事項の変更)」

　　　　　　　事業所数が増えても、整備すべき業務管理体制の内容が変更とならない場合は届出の必要はありません。

【業務管理体制整備の内容】

整備すべき体制は、各事業者が運営する事業所等の数により異なります。

	
	　
	業務執行状況の監査

	　
	法令遵守規程の整備
	法令遵守規程の整備

	法令遵守責任者の選任
	法令遵守責任者の選任
	法令遵守責任者の選任

	事業所数：1以上20未満
	20以上100未満
	100以上


　　　事業所等の数：医療みなし事業所及び総合事業における介護予防・生活支援サービ　　　　　　　　　　　　　　ス事業を除き、地域密着型や介護予防サービスも数える。

※　例えば、同一事業者が訪問看護と介護予防訪問看護の指定を併せて受け、その他地域密着型通所介護１か所の指定を受けている場合、事業所等の数は３になります。
●ケース３：今回新規指定を受けたことにより、届出先(右表参照)が変更となった場合

　　　　　＜届出様式＞第１号様式「介護保険法第115条の32第2項(整備)又は第4項

　　　　　　　　　　　　　　　　　(区分の変更)に基づく業務管理体制に係る届出書」

提出(届出)先は変更前と変更後の両方の機関に提出してください。

　　　　　　　事業所数が増えても、届出先が変更とならない場合は届出の必要はありません。
· ケース２及びケース３の両方に該当する場合はそれぞれの書類を提出願います。
【届出先】

各事業者（＝法人）が運営する事業所等の所在地により異なります。
	届出先区分
	届出先

	1 事業所等が３以上の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者
	厚生労働大臣

	2 事業所等が２以上の都道府県の区域に所在し、かつ、２以下の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者
	事業者の主たる事務所が所在する都道府県知事

	3 全ての事業所等が１の都道府県の区域に所在する事業者
	都道府県知事

	4 全ての事業所等が１の指定都市の区域に所在する事業者
	指定都市の長

	5 全ての事業所等が１の中核市の区域に所在する事業者　(＊本県では水戸市が該当)
	中核市の長

	6 地域密着型サービス（地域密着型介護予防を含む）のみを行う事業者であって、事業所等が同一市町村内に所在する事業者
	市町村長


· 届出先が茨城県知事の場合は、長寿福祉課に郵送又はメールで提出してください。
電子申請（業務管理体制の整備に関する届出システム）の場合は、次のＵＲＬからログインしてください。　　　　　　　
　　■〒３１０－８５５５　水戸市笠原町９７８－６

　　　　茨城県福祉部 長寿福祉課　介護保険指導・監査グループ

　　　　　　電話　０２９－３０１－３３１５
　　　　　　メールアドレス　chofuku6@pref.ibaraki.lg.jp
　　　■ログインＵＲＬ　　https://www.laicomea.org/laicomea/
【参考】

１　適切な業務管理体制とは

　　介護サービス事業者による不正行為を未然に防ぎ、利用者の保護と介護事業運営の適正化をはかるため、事業者に対し、業務管理体制の整備が義務づけられました。

業務管理体制とは、事業者内の介護サービス事業に携わる全役職員が、介護サービス提供における法令等遵守の意義を認識し、日常の業務において法令等遵守を実践できるような組織体制を指します。事業者は事業所（施設）数や法人形態に応じて、主体的に適切な方法を選択し、これらの体制を整備することが求められます。

２　法令遵守責任者とは（全ての事業者が整備必須）

　　事業者内において、業務管理体制を整備・運用する上で中心的役割を担う方を指します。法令遵守責任者に何らかの資格要件は求められていませんが、以下の２点を考慮し、選任することが望ましいです。
・介護保険法及び介護保険法に基づく通知等に精通した法務担当の責任者となる方　

・事業者内部に法令等遵守を周知徹底させることができる方
なお代表者が法令遵守責任者になることは問題ありません。

３　法令遵守規程（マニュアル）とは（事業所数20以上の場合は整備必須）

　法令遵守方針に基づき、全役職員が法令に則った適切なサービスを提供する上での取り決めをまとめた規程（マニュアル）を指します。

　　日常業務の運営に当たり、法令等遵守を徹底するための注意事項や標準的な業務プロセスを記載したものでもかまいません。ただし、全役職員がマニュアルを参照することで法令に則った適切なサービスを一律に提供できるものであることが大切です。

